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研究成果の概要（和文）： 

 本研究は、環境保全型柑橘作の経営実態と農法構成を把握するための調査指標体系「有機・

環境保全型柑橘作の経営実態調査票」を開発し、愛媛県、佐賀県、熊本県、鹿児島県、和歌山県、

三重県、静岡県、東京等で延べ82件（同一の調査対象に対する補足または追跡調査等を含む）の

有機栽培（無農薬栽培、高水準の減農薬栽培数件を含む）農家、生産者グループ、農業法人・会

社、および取引先の業者等に対して実態調査を行った。３年間の調査研究により、取組農家の生

産条件、経営実態と成り立ち、化学農薬、化学肥料に代わる代替農法の構成と効果、農業経営費・

資本の構成、生産物販路・流通形態・価格決定方式と水準、労働時間、革新的取組の形態、経営

環境、慣行栽培から有機栽培に到達するまでのプロセスやその過程における農法転換の促進要素

と制約要素等を明らかにした。 

研究期間において、単著１編（2012年度地域農林経済学会賞）、共著書４編、学術論文７編を

公表し、14回の学会発表・招待講演等を行った。 

 

研究成果の概要（英文）： 

This project developed a set of statistic indices for surveying the farming and 

economic characteristics of organic citrus farmers. In the project period, 82 organic citrus 

farmers, including few chemical-reduced famers, farmer groups and agricultural 

corporations, were surveyed. The data from the farmer surveys, which mainly include the 

production conditions, organic farming practices, substitution farming or techniques for 

agricultural chemical and chemical fertilizer applications, composition of farm revenues 

and expenditures, marketing and prices of organic farm products, labor time, business 

environment, and the factors influencing the transition from a conventional to organic 

farming, will help to make clear the farming and economic conditions for developing 

sustainable agriculture.  

Some results of the project have been published as papers, books or presentations. 
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あけび、ぶどう、杉菜、摘果みかん、剪定枝、
ビートモス（水草）等が活用されている。 

海の資源として、カキ殻、エビガラ、カニ
ガラ、魚粕、海草類、海水等は多くの農家で
使用されている。 
 経営的な特徴として、①独自の資材入手ル
ート、自家製重視、②手取り重視で徹底した
経費節減、③優れた情報収集・選別・活用力、
④生産物への強い自信、市場外流通 で安定
的な契約関係の構築、⑤補助金を頼りにしな
い経営姿勢等の点を挙げることができる。 
 以上の点で明らかなように、優れた有機栽
培農家は、環境に優しい農法に強い拘わりを
持った環境指向型生産者だけではない。彼ら
の多くは、与えられている条件を最大限に活
用するとともに、経費節減を図り、経営感覚
に優れた革新的な農業経営者である。同じ有
機栽培農家の中でも、このような経営感覚を
持っているか否かによって取組の効果が違
ってくる。この点は慣行栽培にも通じること
であるが、慣行栽培に比べて、優れた経営感
覚を持つ有機農業者の割合が高いと言える。
このような経営感覚を持った経営体を増や
していくことは、環境保全型農業のみななら
ず、日本農業全体の課題でもある。 
 本研究で得た以上の結果は、今後の分析深
化や継続研究を通してさらに検証していく
必要があると考える。 
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